
全国健康関係主管課長会議全国健康関係主管課長会議

健康局 疾病対策課健康局 疾病対策課

臓器移植対策室

１．臓器移植対策
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国内初の６歳未満の小児からの脳死下臓器提供事例（平成24年6月）

虐待を受けた児童への対応について

政府は、虐待を受けた児童が死亡した場合に当該児童から臓器が提供されることのないよ

う 移植医療に従事する者が児童に対し虐待が行われた疑いがあるかどうかを確認し 及びそ

臓器の移植に関する法律 附則５項

う、移植医療に従事する者が児童に対し虐待が行われた疑いがあるかどうかを確認し、及びそ

の疑いがある場合に適切に対応するための方策に関し検討を加え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする。

５．虐待を受けた児童への対応等

○ 対応の原則

「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針（ガイドライン）

○ 対応の原則
・ 虐待を受けた児童が死亡した場合に臓器が提供されないよう、移植医療に従事する者が虐待が
行われた疑いの有無を確認。

・ 脳死、心臓死の区別に関わらず、虐待が行われた疑いのある児童 （18歳未満）が死亡した場
合は 臓器 摘出は行わな合は、臓器の摘出は行わない。

○ 児童からの臓器提供を行うための要件、手続き

① 必要な体制整備
虐待防止委員会等の院内体制の整備 対応マニ アル等の整備虐待防止委員会等の院内体制の整備、対応マニュアル等の整備

② 虐待が行われた疑いの有無の確認
①の院内体制のもとで、虐待の疑いの有無を確認する

③ 臓器提供を行う場合の対応③ 臓 場
・事前に、虐待防止委員会の委員等と情報共有し、助言を得る
・臓器の摘出に当たっては、倫理委員会等で上記の手続を経たか確認の上、可否を判断する
・検視等の犯罪捜査に関する手続が行われる場合は、連携を図る
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国内初の６歳未満の小児からの
脳死下臓器提供事例の検証脳死下臓器提供事例の検証

脳死下での臓器提供事例については、「脳死下での臓器提供事例
に係る検証会議」において、１例ずつ、救命治療、法的脳死判定の手
続等が法令ガイドラインに基づき適正に行われているかの検証を行っ
ている。

平成２４年６月に、国内初の６歳未満の小児からの脳死下臓器提供
事例が、富山大学病院（富山県）であり、当該事例についての検証が
本年２月２０日に行われた。

検証会議において 富山大学病院がガイドライン上求められている検証会議において、富山大学病院がガイドライン上求められている
対応に加え、児童相談所と連携して虐待が行われた疑いがないこと
を確認したことも含めて「適正」と評価された。

臓器提供施設と児童相談所の積極的な連携と情報共有について

「児童虐待 防止等 ため 療機関と 連携強化 関する留意事項「児童虐待の防止等のための医療機関との連携強化に関する留意事項について」
（厚生労働省雇用均等・児童家庭局 総務課長 母子保健課長通知）

雇児総発１１３０第２号、雇児母発１１３０第２号、平成２４年１１月３０日

児童相談所・市区町村と医療機関は、日頃から連携体制や関係を構築する必要がある

特に、臓器移植に関連し・・・

○ 臓器提供者となる可能性がある児童に関し、過去及び現在の児童相談所による虐待相談対応の有無等につ
が 条いて児童相談所に照会があった場合に円滑に対応できるよう、照会の方法や個人情報保護条例上の整理等

について事前に関係部署と協議しておく必要がある。

○ 個人情報保護条例については、あらかじめ個人情報の第三者提供に係る除外規定のいずれの条項に該当
するか整理することや 必要に応じてあらかじめ個人情報保護審査会の諮問・答申手続により整理することなするか整理することや、必要に応じてあらかじめ個人情報保護審査会の諮問・答申手続により整理することな
どが必要となる。

「臓器提供施設と児童相談所の連携のための関係者間協議の推進について」「臓器提供施設と児童相談所の連携のための関係者間協議の推進について」
（厚生労働省健康局疾病対策課臓器移植対策室長通知）

健臓発１２０６第２号、平成２４年１２月６日

○ 臓器提供者となる可能性がある児童に関し臓器提供施設から児童相談所に照会を行う場合の対応につい○ 臓器提供者となる可能性がある児童に関し臓器提供施設から児童相談所に照会を行う場合の対応につい
て、児童福祉主管部局や児童相談所と積極的に協議を行うことが必要。

○ 協議の結果についてすべての関係機関において認識を共有することも重要
（医療機関及び関係団体、並びに市町村及び関係機関等）

臓器提供施設（医療機関）と児童相談所等との
早急な連携体制の構築をお願いしたい。
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医療機関から児童相談所に対する照会への対応状況について
平成24年12月21日臓器移植対策室実施アンケート結果

・医療機関が児童相談所に照会を行った場合、回答が得られることができるとして
いるのは、児童相談所を設置している６９自治体中３４自治体。

・３４自治体中１５自治体は、児童相談所から回答を得る際に特定の条件が必要と
な ている

【問１】医療機関から児童相談所に対して当該児童に係る虐待への児童相談所の対応状況等に関して照会

※

なっている。

を行った場合、医療機関は回答を得ることができますか。
うちH23※ H24

① 回答を得ることができる（②に該当する場合は除く。） ４ ８ (4) (11.6％)

② 臓器提供を行う（検討している）場合に限り回答を得ること
ができる ７ ２６ (17) (37.7％)

34
（49.3％）

を行 た場合、医療機関は回答を得る きます 。
うち
都道府県

ができる

③ 回答が得られるようにするために検討中 ３４ ３５ (26) (50.7％)

④ 回答を得ることはできない（検討の予定もない） ２ ０ (0) (0.0％)

（問 ①又は②と回答した自治体 質問）
※H23の調査は都道府県のみを対象。

【問２】医療機関が児童相談所から回答を得るための条件（当該児童の親権者の同意等）はありますか。

問１で①と回答 ①条件がない ２

（問１で①又は②と回答した自治体への質問）

問１で①と回答
（宮城県、埼玉県、長野県、山口県、札幌市、静岡市、北九州市、熊本市）

①条件がない ２

②条件がある ６

問１で②と回答
（北海道、秋田県、山形県、茨城県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、静岡県、
愛知県、京都府、鳥取県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、大分県、仙台市、

①条件がない １７

②条件がある ９
さいたま市、千葉市、横浜市、相模原市、新潟市、堺市、岡山市、横須賀市）

②条件がある ９

【回答を得るための条件（例）】

・親権者（児童の法定代理人）等の同意 ／ 文書による申請 ／ 要保護児童対策地域協議会の構成機関であること

状況を確認しケース毎に判断し対応 ／ 保護者の同意書及び児童相談所からの虐待情報を保護者に開示しないこと 等

※下線のある自治体はH23の調査において検討中としていたところ。

（問１で①又は②と回答した自治体への質問）

【問３】医療機関が児童相談所から回答を得られるよう対応することと【問３】医療機関が児童相談所から回答を得られるよう対応することと
なった理由は何ですか。（複数回答可）

① 医療機関から要望があったため。 ９

② 改正臓器移植法が成立・施行したため ２４

（⑥その他の内容）
・児童虐待情報の収集・提供にあたり、

が
② 改 臓器移植法 成 施行

③実際に臓器提供事例があった又は臓器提供事例の報道を
受けて

４

④「臓器提供施設と児童相談所の連携のための関係者間協議
の推進について」（通知）が示されたため

１

一部のケースでは収集・提供が可能
か疑義が生じたため。

・児童の福祉を優先した対応をしている
ため。

・個人情報保護条例により本人同意が
の推進について」（通知）が示されたため

１

⑤（改正臓器移植法とは無関係に）以前から回答が可能と
なっていた。

５

⑥その他 ３

個人情報保護条例により本人同意が
あれば提供可能なため。

⑥その他 ３

【問４】 現在の検討状況について教えてください。

（問１で③と回答した自治体への質問）

【問４】 現在の検討状況について教えてください。

① 担当部局内で検討中又は関係部局と協議中 ２４

② 個人情報保護審査会へ諮問中 ３

③ その他 ７

（③その他の内容）
・検討時期について未定。
・個人情報保護審議会への諮問に向け
て準備中。（２）

・管内全体で対応できるよう児童相談③ その他 ７

【問５】 医療機関が児童相談所から回答が得られるよう対応する予定

（問１で④と回答した自治体への質問）

管内全体で対応できるよう児童相談
所設置市と調整中。（２）

・審議会の答申を得ており、取扱指針
等の制定中。（２）

【問５】 医療機関が児童相談所から回答が得られるよう対応する予定
がない理由は何ですか。（複数回答可）

該当なし
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臓器提供者数の推移（年別）

臓器移植の現状

120
※平成25年1月31日現在

臓器提供者数の推移（年別）
（平成10年～平成25年）

脳死

4 325
10

13 13 7100

120
（提供可能臓器）

心臓、肺、肝臓、膵臓、
腎臓、小腸、眼球（角膜）

0 4

5
8

32

3 9 44 45
80

83 85 90 82
102

92 96 98
81

6

40

60

83
71 71

59
75

90 82 81
68 65

20

40

心停止

（提供可能臓器）

2
3

0

（提供可能臓器）
膵臓、腎臓、眼球（角膜）

平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年

臓 器 移 植 の 実 施 状 況

平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年
（1～12月） （1～12月） （１～1２月） （１～12月）

心臓（単独） （脳死下） ６件 ２３件 ３１件 ２８件 ２３１名

移植希望者数
　　　　　※

肺（単独） （脳死下） ９件 ２５件 ３７件 ３３件 １８７名

心肺同時 （脳死下） １件 ０件 ０件 ０件 ４名

肝臓（単独） （脳死下） ７件 ３０件 ４１件 ４０件 ３８６名肝臓（単独） （脳死下） ７件 ３０件 ４１件 ４０件 ３８６名

膵臓（単独） （脳死下） ０件 ２件 ６件 ９件 ４５名

１８２件 １８６件 １８２件 １７４件
腎臓（単独）

１２，５４６

脳死下 ７件 ３９件 ５７件 ５８件

０件 ０件 ０件 １件

脳死下 ０件 ０件 ０件 １件

腎臓（単独）
名

肝腎同時 １０名
脳死下 ０件 ０件 ０件 １件

７件 ２３件 ２９件 １８件

脳死下 ７件 ２３件 ２９件 １８件
膵腎同時 １５５名

小腸 （脳死下） １件 ４件 ３件 ０件 ４名

眼球 １，５９５件 １，６９６件 １，５９２件 １，４９３件

（角膜） 脳 １２件 ２４件 ３６件 ３３件
２，３４１名

※ 移植希望者数は、平成24年12月31日現在。

（角膜） 脳死下 １２件 ２４件 ３６件 ３３件
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脳死下での臓器提供者数の推移（年別）

臓器提供の体制整備について

脳死下での臓器提供者数の推移（年別）

平成22年7月の改正法施行後、脳死下臓器提供事例は急増しているが、家族承諾によ
る提供が多く 本人意思表示による臓器提供は増加していない

45

50
平成9年10月（法施行）～平成25年2月10日現在

る提供が多く、本人意思表示による臓器提供は増加していない。

35

40

45
家族承諾による
臓器提供
（グラフ上段）

平成9年10月（法施行）～平成25年2月10日現在
累計 ２０９例

改正法施行（平成22年7月）後
１２３例 （うち家族承諾 ９９例）

34 34
25

30
本人の意思表示
による臓器提供

28

10

15

20
臓器提供

（グラフ下段）

0 0 4 5 8 6 3 5
9 10 13 13

7 4
10 11

2
3

0

5

10

臓器移植に関する普及啓発の取組

臓器を「提供する」「提供しない」にかかわらず 本人に「意思表示をしていただくこと」

臓器移植に関する教育用普及啓発パンフレット等

臓器を「提供する」「提供しない」にかかわらず、本人に「意思表示をしていただくこと」
（「記入していただくこと」）に力点を置いた普及啓発が重要。

臓器移植に関する教育用普及啓発パンフレット等

○移植医療に関する認識と理解を深めるために、中学生向けのパンフレット「いのちの贈りもの」
を作成し、全国の中学校、教育委員会に送付している。

○日本臓器移植ネットワークにおいて、教職員を対象に「いのちの教育セミナー」を開催（H24年度
は全国３ヵ所で実施）し、道徳教育や総合的な学習の時間などで臓器移植を題材とした授業がは全国３ヵ所で実施）し、道徳教育や総合的な学習の時間などで臓器移植を題材とした授業が
行えるよう、その進め方等を普及。

一般向け普及啓発活動

○ポスター、リーフレット等の各種啓発資材を利用した啓発活動
○臓器移植推普及推進月間（１０月）に合わせた取り組み 等

健康保険証及び運転免許証裏面への意思表示

○厚生労働省 は 国家 務員共済組合 組合員証 更新（カ ド化） 伴

○臓器移植推普及推進月間（ 月）に合わせた取り組み 等

○厚生労働省では、国家公務員共済組合の組合員証の更新（カード化）に伴い、
改めて臓器提供に関する意思表示欄への意思の記入を全職員に周知。

（厚労省共済組合ほか、９つの共済組合でも同様の取り組みを実施。）

○日本臓器移植ネットワークにおいて、
・運転免許証裏面での意思表示を促進する取り組みとして、全国のタクシー運転免許証裏面 意思表 を促進する取り組 、 国 タクシ

会社の協力を得て車両（33,000台）に啓発ステッカーを貼る活動を実施。
・薬剤師会の協力により、県内※の調剤薬局全店にリーフレットを設置し、薬剤

師が、意思表示の意義や意思表示欄の書き方を伝える活動を実施。
※愛知県、島根県、香川県、高知県、熊本県、愛知県、佐賀県
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地域における普及啓発の取り組み事例

●長崎県
・臓器移植推進普及月間（１０月）に、県庁時計台

にグリーンリボンの懸垂幕を掲示し、夜間に緑色
にライトアップ。（点灯式を開催しマスコミを通じＰＲ。）

・長崎市および佐世保市において、移植医療の
ＰＲラッピング（車体広告）バスを年間を通じて
走行。

●栃木県、高知県
県内 中学校 生徒 命 大切さ 臓器移植 療を 解 もらうため 講義を・県内の中学校の生徒に、命の大切さや臓器移植医療を理解してもらうための講義を

実施（「命の学習会」「いのちの授業」）。

●東京都（臓器移植 デ ネ タ ）●東京都（臓器移植コーディネーター）
・医療機関、献血センター等を対象に、移植医療制度の理解促進、医療を通じたボラ

ンティア活動の一環として臓器提供意思表示を考える機会を設けるための教材を配
布布。

都道府県臓器移植コーディネーターとともに、医療保険者（地共済、都道府県臓器移植コ ディネ タ とともに、医療保険者（地共済、
市町村国保等）、都道府県警察（交通安全協会）、教育委員会等と
の連携も検討し普及啓発に取り組んでいただきたい。

都道府県臓器移植コーディネーターの業務について

地域において臓器移植の普及定着を図るため 以下の業務を行う

① 日常業務

地域において臓器移植の普及定着を図るため、以下の業務を行う

● 地域住民に対する普及啓発活動

● 臓器提供施設の医療従事者等に対する普及啓発活動

● 臓器提供施設との連携体制の確保・整備 他

② 臓器提供発生時業務

（社）日本臓器移植ネットワークのコーディネーターと連携し、以下の業務を行う

● 臓器提供に係る意思の確認等● 臓器提供に係る意思の確認等

● 検査及び摘出された臓器の運搬に関する手続き

● ドナー家族に対し、移植患者の余後の報告 他
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中学生向け普及啓発パンフレット
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